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東日本大震災山梨県対策本部

照会先 東日本大震災支援対策室

055-223-1519直通



東日本大震災山梨県対策本部調べ

甲府市 70 4 4 78

富士吉田市 17 17

都留市 18 18

山梨市 18 18

大月市 22 5 4 31

韮崎市 48 8 56

南アルプス市 2 73 1 5 81

北杜市 5 44 5 54

甲斐市 39 7 46

笛吹市 204 9 213

上野原市 10 10

甲州市 28 28

中央市 2 9 11

市川三郷町 10 2 12

早川町

身延町 8 8

青森県 その他 不明 合計

平成23年5月11日　16時現在

市町村別　避難住民受け入れ状況　　　

   　　　　　　　避難元

受入先

茨城県 福島県 宮城県 岩手県

山梨県

南部町 1 3 4

富士川町 7 7

昭和町 4 4

道志村

西桂町 12 12

忍野村 2 2

山中湖村 3 21 24

鳴沢村

富士河口湖町 4 75 2 81

小菅村

丹波山村

合計 16 738 46 15 815

山梨県知事政策局東日本大震災支援対策室

TEL　０５５－２２３－１５１９（直通）

＜事務局＞

山梨県



 

平成２３年５月１１日 

 

諸外国向けに輸出される食品に関する証明書の発行について 

 １ 経 緯 

   福島県内での原子力発電所の事故を受け、諸外国からは、日本産の農林水産物・食品

に対する輸入規制措置が講じられ、産地証明や放射性物質に関する検査証明などが求め

られるようになっており、その数は増加傾向にある。 

 

 ２ 証明書の発行（水産物は除く） 

これまで、ＥＵ、シンガポール向けの輸出に関する証明書を発行しているところだが、

この度、新たに政府間の協議が整った韓国、マレーシアについても証明書を発行する。 

① 発行開始日 平成２３年５月１１日（水）から 

② 受付時間  午前８時３０分～午後５時１５分（土、日、祝日は除く） 

③ 費用負担  なし 

④ 申請様式等 県ＨＰ(http://www.pref.yamanashi.jp/nou-han/shinsai_yushutsu/ 

yushutsu_ichiran.html）をご参照ください 

 

 ３ 証明書の発行担当課（水産物は除く） 

① 生鮮食品 → 農産物販売戦略室 

② 加工食品 → 産業支援課 

 

４ 今後の対応 

     上記以外の国向けの輸出についても、政府間の協議が整い次第、随時、証明書の発行

を開始する予定だが、今後は、原則として、その都度お知らせはしないので、県ＨＰを

ご参照いただくか、下記までお問い合わせいただきたい。 

 

 ＜問い合わせ先＞ 
  農政部 果樹食品流通課 農産物販売戦略室 

ＴＥＬ：055-223-1603 ＦＡＸ：055-223-1604 

  産業労働部 産業支援課 地場産業・市場開拓担当 

ＴＥＬ：055-223-8871 ＦＡＸ：055-223-1534 
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平成２３年５月１１日 
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東日本大震災に係る公営住宅等への受け入れ状況について 

 

 

 

 

 

 

 

内 

 

 

 

 

 

 

 

容 

   

No 事業主体 
受け入れ可

能戸数 
入居決定戸数 入居決定人数 備  考 

１ 山梨県 52  9 35  

２ 甲府市 10  5 18  

３ 富士吉田市  9  1  4  

４ 都留市 21  2  5  

５ 山梨市 10  2  5  

６ 大月市  6  2  9  

７ 韮崎市 15 10 38  

８ 南アルプス市  6  5 30  

９ 北杜市 21  8 32  

10 甲斐市  7  4 12  

11 笛吹市 11 10 45  

12 上野原市  0    

13 甲州市 40  6 24  

14 中央市  2  2  6  

15 市川三郷町  4  2  5  

16 早川町  4    

17 身延町 19    

18 南部町  3    

19 富士川町 50    

20 西桂町  3  3  12  

21 富士河口湖町  2    

22 丹波山村  1    

合計   296  71 280  

※ 県営住宅の受け入れ相談窓口（建築住宅課） 8:30～17:15（土日祝日を除く。） 

問い合わせ先 建築住宅課  055-223-1732 
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